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実験による不正検出の試み
-デジタル分析の適用可能性-
論　説
一ノ宮　士　郎
要　旨
デジタル分析は,会計･監査分野をはじめとした諸分野において,イこjEデータの検出
に有効な手法とされている｡しかし,我が国では,その有用性に関する結果も公表され
ていないこともあり,比較的なじみが薄いように思われる｡本稿は,デジタル分析の有
肘性に関する証拠を得ることができるかどうかを明らかにすべく,実験という手法を通
じた検証を試みたものである｡データの改親というケースを取り上げ,限定された実験
とはいえ,デジタル分析を適用することにより,不正の可能性を示す証拠を得ることを
確認できた｡本稿を通じて,デジタル分析の認知度の低い我が国において,デジタル分
柿-の関心を高めることが期待される｡
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1　はじめに
Enron事件以降の不正会計横行に対する反省として米国で成立したサーベイ
ンズ･オクスリー法(sox法)は,企業に内部統制の強化を求めるものであっ
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た｡我が国においても,電鉄会社等の上場企業における有価証券報告書虚偽表
示等を契機に,経営者による内部統制報告や内部統制監査が制度化されるに
至った｡内部統制の目的である財務報告の信頼性確保のためには,不正を内部
統制の適切な運用によって検出する必要があり,実務では不正検出を目的とし
た様々なツールや手法が開発･運用されているところである｡
その一一一一一つの手法が,本稿で取り上げるデジタル分析である1｡デジタル分析
とは,後述するBenfordの法則を応用することにより,会計数値を含むデータ
の異常性の有無を検証することができる不正検出手法を総称したものである
(Ramaswamy andLeavins 2007)｡会計･監査分野において, Benfordの法則は,
一般に会計数値に対する人為的操作の可能性,すなわち会計数値の切り上げに
よる利益操作の疑いを探求する手法として利用されることが多い(Ramaswamy
andLeavins2007 ; ･ノ官2008 ; Guanetal. 2008)｡
ところで,我が国では,経営者による内部統制報告が導入された半面,コス
ト負担が問題視されている｡パソコンベースでのシステム化も可能というコス
ト面での優位性のあるデジタル分析の利用は,企業における不正検出の効率化
を促進し,同時にコスト低減を図れる手法でもあり,内部統制制度の我が国に
おける一層の定着に寄与することが期待されている｡海外では,財務諸表の数
値のみならず,自然科学分野での実験データを始めとして,選挙の投票の集計
結果･アンケート調査データ･大気汚染の観測値等に至るまでの様々なデータ
に潜むデータの改親や提造の可能性を統計的に検証できる利点があるため,幅
広くデジタル分析が数値データの信びょう性検証に利用されていると報告され
ている(Dubinsky and Warmer 2008)｡
一一一万,監査現場ではソフトウェアの活用等を通じて公知の事実であるかもし
れないが,我が国では,海外と異なり,デジタル分析の有用性を示すような結
果が,論文というような形態で公表されてはいないため,その利用実態や効果
等が監査に関与していない外部には不明である｡かかる事情が,デジタル分析
への認知度の低さに影響している恐れもある｡
海外の先行研究を概観する限り,財務データを利用する場合も多いが,実際
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の会計データ利用に様々な制約があることに鑑み,デジタル分析の有用性の検
証に,本稿と同様な実験を利用するものも多い｡実験という限定的な手法を過
じてであるが,実験的に改窺したデータと適正データをミックスした大量サン
プルを対象に,デジタル分析による不正データの検出能力を検証し,デジタル
分析の有用性を示す証拠を提示しようと試みることは,新規性が乏しい嫌いが
あるものの,啓蒙的な意義があるのではないかと思料する｡
2　デジタル分析に関する先行研究
2.I Benfordの法則とデジタル分析
前述したように,デジタル分析のコア概念は, Benfordの法則である｡デジ
タル分析に関する先行研究を述べる前に,まずBenfordの法則の概要に触れる
ことにしたい｡
Benfordの法則2とは,自然界に存在しているランダムな数値(10進数)の1
桁臼の数値の出現確率分布には,均等ではない偏りが存在しており, 1桁目が
1の時の出現確率が最も大きく, 1桁目の数値が増えるに従い出現確率が減少
していくことが観測されるという法則をいう(Benbrd1938)3｡ Benfordの法則
の存在は,古くから広く知られており,会計･監査以外の様々な分野での利用
研究も数多く報告されている4｡
Benfordの法則の公式は,以下のように整理することができる5｡
例えば, 1桁目:Dl, 2桁目:D2とすれば,各桁の数値(dlまたはdZ)出現
確率は,
P(Dl-dl) -loglO(1+ (1/dl)) -loglO(dl+1) -loglO(dl) ; dl∈　j1,2,...9i
9                        9
P(D2-dZ) - ∑ loglO(1+(1/dld2)) - ∑ (loglO(dl+(d2+1)/10)-logl.(dl
'd2/10)) ; dd21gl jo,1,…9i d1-1
と表現することができる｡
従って, 1桁目の数値が1の出現確率は, P(d1-1)-loglO(1+(1/1))≒
0.301となり,均等な1/9≒0.111に比べ,その出現確率には大きな歪みがあ
ることが確認できる｡一万, 1桁目が9の出現確率はP(d1-9)-logl｡(1+(1/
50 会計学研究第37号
9))キ0.046に過ぎない。 このように， 同じ1桁目の数値であっても， 出現確
率には大きな格差が存在していることになるD
参考までに， Benfordの法則に基づいた桁別数値の期待出現確率の分布を表
1に整理した。
表1 桁別数値の期待出現確率
数値 1桁目 2桁回 3桁目 4桁目
O 0.11968 0.10178 0.10018 
1 0.30103 0.11389 O. 10138 0.10014 
2 0.17609 0.10882 0.10097 0.10010 
3 0.12494 0.10433 0.10057 0.10006 
4 0.09691 0.10031 0.10018 0.10002 
5 0.07918 0.09668 0.09979 0.90998 
6 0.06695 0.09337 0.09940 0.09994 
7 0.05799 0.09035 0.09902 0.09990 
8 0.05115 0.08757 0.09864 0.09986 
9 0.04576 0.08500 0.09827 0.09982 
合計 1. 00000 1.00000 1.00000 1.00000 
出所: Nigrini 1996より修正して引用。
桁数が増加するにつれて， 数値(0-9)の期待出現確率の分布は均等分布に
接近するものの， 歪みの存在を確認することができる点に注目して欲しい。
実際の数値例を用いて， Benfordの法則に基づく数値の期待出現分布と対比
させてみようD 使用した事例は， 2010年3月31日における東証一部 上場企業
全社の株価終値であるo 図1は， その1桁回数値を桁別にピジ、ユアル化したも
のであるD また， Benfordの法則に基づく数値の期待出現分布と対比させたも
のが， 図2であるD
図から明らかなように， 東証一部上場企業の株価の上1桁日数値の分布は，
Benfordの法則の期待分布とほぼパラレルになっている。 後述するように， 株
価の観測値分布について， 統計的に検定した場合でも， Benfordの法則に基づ
く期待値分布と有意に講離してはいないことが確認されている60
ところで， Benfordの法則を適用したデジタル分析によって， なぜ不正の検
出が可能になるのかについて， 簡単に述べておきたい。 表1を見る限り， 上1
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図1 東証一部上場企業の株価終値
2 3 4 5 6 7 8 9 
1桁目数値
図2 株価1桁目数値の期待値と観測値対比
2 3 4 5 6 l桁目数値 7 8 
期待値 ・観測値 9 
桁目の数値の期待出現確率の分布は， 極端に小さい数値の方向に歪んだ対数分
布に従っているD このような歪んだ形状は， 我々の感覚とは一見反するように
思われる。 しかし， 株価分布で示したように， ランダムな自然の数値の例えば
上1桁目数値を取り上げて， その分布を観察した場合には， 実は歪んだ形状が
見られるのであるO 逆に言うならば， 数値分布が， 歪んだ形状からかけ離れて
いたとすれば， その数値は自然な数値ではない可能性があるということにな
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るD
従って， 仮に経理伝票等に記入された数値データに対して， 担当者が意図的
な操作を加えた場合， 伝票等を集計した数値データの桁別の数値分布には，
Benfordの法則の期待分布と異なる形状が観察さ れることが予想されることに
なるD このような場合， 特にデータの上1桁目あるいは2桁目の数値における
期待出現確率分布と議離した分布結果が現れることが多いとされている(表1
の桁別の確率分布を参照されたい)。
そこで， デジタル分析では， 分析対象データの上1桁目あるいは2桁日の数
値に着目し， 期待出現確率分布と実際の観察値分布とを対比させ， 統計的検定
を実施した上で， その数値分布の異常性を検証することが行われるのであるO
分析対象データに対して， Benfordの法則 の期待分布とは異なるような分布が
観測された場合には， 改鼠や握造というような意図的操作がなされた可能性も
あるため， 異常性の確認された数値を手掛かりとして， さらなる不正の可能性
に対する吟味を実施していくことになるのであるD
2.2 デジタル分析の先行研究:不正検出との関係において
Lehman et a1. (2007)は， 不正検出手法としてのデジタル分析が脚光を浴び
るようになった背景事情について， 米国において不正が増加した結果， AlCPA 
と ACFEが共同でInstitute for Fraud Preven首onを発足させ， 監査人が具体的
な不正探査手法として， Benfordの法則を使用したデ ジタル分析を利用するこ
とを提案するに至ったことを挙げる。R副nasw田ny and Leavins (2007)によれ
ば， デジタル分析は， 監査リスクを評価し， データに潜む不正のパターンを顕
在化させることにおいて， 監査分野で主導的役割を果たす手法であると指摘す
るとともに， 例えばNY州での不正な税金還付申請の検証， 承認権限のある上
限金額より僅かに少ない金額で頻繁に行われる買掛金の支払いの検証， 保険金
請求における異常なパターンの顕在化等?といった司法探索型会計(Forensic
Accounting)分野でも重要性を増してきていると指摘しているB。 加えて， 最近
における監査サイクルの短縮化へのニーズや保証機能の多様性要請からも， デ
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ジタル分析の重要性が増してきているとも指摘する｡
従って,これらの先行研究に鑑みれば,データ分析技術は不正と戦うため特
に重要なポイントとなる以上,本稿で検証するBenfordの法則を応用したデジ
タル分析は,数値分布における桁別の異常性という手掛かりを通じて,不正や
誤謬のリスクが高い領域を明示し,重点的に監査資源を投入することを可能に
させるという点において,リスク･アプローチに資する手法として重宝な存在
と評価されているのではないかと思料される9｡
また, Benfordの法則を組み込んだ監査技法は, System Control血dit Re_
view File (SCARF)技法の一一技法とも呼ばれている10｡このSCARF技法とは,
業務システムプログラムにBenfbrdの法則のロジックを予め組み込み,ランダ
ムなデータパターンに反するデータを仮に検知した場合,自動的に当該データ
をロギングファイル等に吐き出し記録しておき,監査時点において詳細な検証
を加えるという持続的なリスク検証アプローチのことである｡ Benfbrdの法則
も万能ではなく,全ての不正を探知できるわけではないものの,デジタル分析
はデータのパターンから異常値を検出することが可能なため, SCARF技法の
ような仕組みを見る限り,サンプリングの効率化や分析的手続の補完に極めて
有効なツールとしてデジタル分析が活用されている証拠とみることもできよ
う11｡
前述したように, Enron事件以降の不正会計に対する反省として,米国では
SOX法が制定され,財務報告に関する不正の防止と発見に対するアメリカ企
業社会の責任を非常に重くしたと考えられる(同法302条)｡従って,米国の経
営者は,不正の防止と発見のために優れた手法を利用しなければならないプ
レッシャーに晒されているといっても過言ではない｡かかる事情を踏まえれ
ば,デジタル分析は経営者のニーズと財務報告に対する社会の要請を両立させ
る手法として評価されていると考えてよいのではなかろうか12｡最近における
デジタル分析あるいはBenfordの法則に関する会計･監査分野での相次ぐ研究
成果の発表は,このような事情を反映している結果といえなくもないのであ
る｡例えば, Tackett (2007)は,一般に不正発見手法の導入は,コストが嵩み
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かつ時間も要するものであるが， デジタル分析を安価かつ素早く利用できる手
法として広く実務で利用すべきことが強調されていることを勘案すれば， デジ
タル分析が注目されるのは， 合理的な対応といえると指摘しているD
但し， Wi1liamson (2004)が指摘するように， デジタル分析を過信すべきで
はなく， デジタル分析は単に潜在的な問題点の警告を示しているに過ぎないこ
とは忘れてはならないだろうD 実際の監査の現場においては， デジタル分析だ
けに頼ることなく， その他の実証的手続きや分析的手続きが追加的に必要とな
るのは当然のことであり， 不正検出のためにデジタル分析は有効であるにして
も， 一定の限界が存在することには注意しておくべきであるD
我が国でも内部統制報告及び監査が導入されたものの， リーマンショック以
降における経済環境の悪化もあり， 内部統制に係るコスト負担増加に批判的な
意見が企業に多いともいわれているD 内部統制の効率的実施を図る手段とし
て， 米国においてデジタル分析がこのようにクローズアップされている状況に
鑑みるならば， デジタル分析というアプローチに対して， 我が国ももう少し目
を向けてもよい時期なのではなかろうか。 当然ながらデジタル分析の普及や認
知度の向上のためには， 我が国においても， 実際の会計データを始めとした
様々なデータを対象にデジタル分析による不正検出力を実証的に確認し， その
有用性を明らかにする証拠を積み重ねていく努力が求められているといえよ
う。 この点， 本稿で、行った実験は， 実験という限界があるとはいえ， デジタル
分析に求められている要請に応えるだけでなく， 類似の研究成果が発表されて
いない我が国において， デジタル分析に対する理解を深めてもらい， そして興
味を持ってもらう契機になるのではないかと考えるD
3 リサーチ・デザイン
3.1 実験の概要
今回の実験では， 事業部門の担当者が自分で立替払いした費用の金額を過大
に改鼠して経理部へ請求するという状況を想定した。 被験者は， ほぼ同一属性
(年齢ー社会経験等)を持つと推測される84人からなる学部3----4年生から構成
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されている13｡被験者には,予め異なる10個の金額が記載された用紙を手交
し,実験の趣旨を説明した上で,用紙に記載された数値を自由に改ますること
(なお, 1人当たり最大10件のデータ作成が可能であり,多くのデータを収集するた
め,原則として被験者は全て10件のデータをできるだけ金額が多額になるように改窺
する)を依頼した14｡今凶の実験内容の設計に際しては,できるだけ被験者が
作業しやすいようにするため,単純にマス目を被験者が埋める形式の用紙1枚
(改窺前の正しい金額が記載され･その横に空自の金額欄を設けた)を使用して,敬
値を作成してもらうというスタイルを採用している｡
また,改親された数値データと正しく作成された数値データとが混在したサ
ンプルデータの中から,海外の先行研究で明らかにされているように,改窺
データの存在の可能性を検出することができるか否かが,今luJの実験のポイン
トとなる｡そのため,改まされていない自然な数値データが必要となり,本来
であれば実際の経理データを使用することが最も望ましいところである｡しか
し,実際の経理データ入手が困難なため,本実験では,便宜的に前述した東証
一部上場企業の株価終億を,正しく伝票に記入された費用数値の経理データと
看徹して使用することにした150以上の結果,検証対象となるサンプル数は
2,502 (内訳は,正常と看倣した上場企業株価サンプル数; 1,662,被験者が作成した改
窺サンプル数;840)となった｡
3.2　仮説設定
実験手法を利用してデジタル分析あるいはBenfbrdの法則の検証を試みた先
行研究としては, Hill (1988), Quick and Wolz (2005), Diekmann (2007)
等を挙げることができる｡本稿においても,これらの先行研究を参考にしつ
つ,検証すべき仮説として, Benfordの法則に準拠した次のような帰無仮説を
設定した｡
｢Ho:意図的に改窺された数値データの上1桁目あるいは2桁臼数値の出現
頻度は,理論的分布(すなわち･ Benfordの法則に準拠した期待出現頻度)
に従っている｣
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仮にBe｡f｡rdの法則に準拠した期待出現頻度と統計的に有意に乗離した結果
が得られれば,サンプルは自然な数値分布に従っていないため,帰無仮説を棄
却し,サンプルの中には意図的に改まされた可能性のあるデータが存在してい
ることが推測されることになる｡これは,改鼓された数値データの検出に対す
るデジタル分析の有用性を示す証拠の一つと解釈することができるであろう｡
因みに, Dubinsky and Warmer (2008)は,不正を行う人間は,しばしば8
や9という大きな数値で始まる金額に数値を改親し虚偽の請求書を偽造するこ
とがあると指摘しており,実験でも上1桁目数値に期待値と有意に乗離した8
や9の出現頻度が観測されることが予想できよう16｡財務数値自体を検証した
先行研究でも, tl桁目あるいは2桁目数値の両端(oや1あるいは8や9)
に,異常が検出されることが多いことが報告されている(例えば･一ノ宮
2008)｡要因としては,会計数値の切り上げ行動(rounding-upbehavior)と称さ
れる裁量的会計行動の結果,数値の1桁目あるいは2桁目に本来あるべき出現
確率と乗離した頻度で数値が発現したことによるものと考えられている
(carslaw 1988 ; ¶10maS 1989等) ｡
3.3　検証アプローチ
実験結果の検証手順としては,デジタル分析に関する実証分析として一般的
に行われている手順に従い,サンプル全体の数値データの上1桁目あるいは2
桁目数値の観測値とBenfordの法則による期待値を比較し,本来あるべき数値
の出現確率から乗離した異常な数値出現パターンを検出できるか否かを統計的
に検定することになる｡
具体的には,サンプルの上1桁目あるいは2桁目における個々の数値の観測
値が, Benfordの法則に準拠した期待値に従っているか否かを統計的に検証す
るため,標準正規Z値を算出した(carslaw 1988; nomas 1989; Niskanen et al･
2000;Caneghem2002)｡さらに,サンプルで観測された数値全体(0-9)の出現
頻度とBenf｡rdの法則に準拠した期待出現頻度との一致度合を統計的に検証す
るため,カイ二乗検定(適合度検定)も実施した｡適合度検定の結果,サンプ
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ルの数値全体の出現頻度と期待出現頻度に統計的な有意差が確認された場合に
は,帰無仮説は棄却されることになり,サンプルの中に異常な数値が存在する
ことを示す証拠として,数値データに人為的操作が加えられた可能性があると
解釈されることになろう｡
4　実験結果と解釈
まずサンプル全体を検定する前に,正しい経理データと看倣した前述した東
証上場企業の株価が,自然な数値である場合に確認されるはずである数倍の出
現パターンを示しているかどうかを明らかにしておく必要があろう｡そこで,
株価データ1,662の上1桁日と2桁目それぞれの観測値とBenfordの法則に準
拠した期待値を対比させ,標準正規Z値を算出して検定を行った｡その結果
は,表2･3に整理したとおりである｡
上1桁目あるいは2桁日いずれをとってみても,株価データの数値の出現頻
度は,自然な数値で確認されると期待される出現頻度(すなわち, Benfordの法
則に準拠した期待出現頻度)と有意に乗離していないことが判明した｡従って,
本実験において,株価データを正しく作成された経理データと便宜的に看倣す
ことには合理性のあることが,統計的に裏付けられているといえよう｡次に,
被験者が作成した数値を含めた全サンプルを対象に,同様の検定を行った結果
は,表4･5に整理した｡
上1桁臼数値の出現頻度に関しては,概ねほとんどの数値に理論的分布に反
表2　株価データの検定結果(上1桁目)
上1桁目の数蔽 
1     2 4 迭6 途89 剄㈹v     
期待値      0.301 sb0.125 途0.079 cr0.058 S0046                   
N 鉄296 152 #2105            
107 涛"SR67 0.040 cc"           
観測地 観測地-期待値 0.178 3"0.091 sB0.063 cB                   
0.002 r-0.006 蔦R-0.004 b0.004 0.807 0420 蔦b0000                 
Z値 C0.225 繝3B-0.764 蔦縱SR-0.623 2蔦r#c2.877 0942                   
有意確率 纉c0.822 紊B0.445 紊S0.533 cb           
(荏)合計欄のZ値は適合度検定のカイ二乗値o 劔  
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表3　株価データの検定結果(上2桁目)
I._2手引｣の数値 
0 2 4 迭6 途8 祷ﾘxﾇb       
期待値 ??#???B????0.104 ????.097 ????.090 ??モ?.085 ????
N 209 s"172 cB152 c138 SB150 cc"             
観測地 0.126lo.103 .103 湯0.091 "0.083 0.090                        
観測地-期待値 蔦0.012 蔦R-0.001 蔦"-0.005 -0.007 R0.005                           
Z僻 蔦sI.522 蔦緜唐-0.112 蔦##ﾓ縱#cR-1.041 縱3B0.768 澱b                   
有意確率 0.128 紊コ0.911 繝#R0.47110.244 .29可0.463 .4430.708            
(汁)合計欄のZ値は適合度検定のカイ　二乗値｡
表4　全サンプルの検定結果(上1桁目)
卜1桁Hの数倍 
1 3 釘5 澱7 唐9 俘xﾇb      
期待値 0.176 #R0.097 s0.067 S0.051 Cb1.000                  
N 田S421 S207 3b210 2146 c2502            
観測地 c0.168 B0.083 釘0.084 0.058 c1.000                   
観測地-期待値 蔦C-0.008 蔦#-0.014 R0.017 #20.007 #"0.000                   
Z僻 蔦B紊S-1.016 蔦2C-2.411 繝C"3.388 釘纉S1.672 迭CR45.256           
イi一意確率 0.310 0.016 R0.001 0.095 0.000                         
★★★ ?★★★ ?ｨ??噤噤??ｨ???噤噤??｢?噤噤??ｨ???
(注) *** : 10/o水準, ** : 50/o水準, * :10%水準で冶憶o合計欄のZ値は適合度検定の
カイ二乗怖｡
表5　全サンプルの検定結果(上2桁目)
上2桁日の数値 
0 2 B迭67  湯合計        
湖待価 #0.1140.1()9 .104 貳0.097 0.090 モ0.085                     
N 265261 38 #r258 C214 C249 S"                
観測地 #B0.106 B0.095 0.103 澱0.086 澱0.100                       
観測地-期待怖 B-0.008 蔦R-0.009 蔦0.006 2-0.005 0.015                          
Z値 緜S-1.256 蔦縱#2-1.506 蔦經澱1.090 紊3-0.841 紊s2.604 B經sB             
有意確率 經R0.209 紊s0.132 0.276 緜c0.401 30.009 2                     
★★★ 
(注) *** : 10/o水準で有意o合計欄のZ値は適合度検定のカイ二乗僻o
する統計的に有意なバイアスが認められた｡上1桁目の数値の両端に, Ben-
fordの法則による期待値と有意な乗離があることは予想どおりの結果となり,
Dubinsky and Warmer (2008)等の先行研究結果とも整合的である｡特に興味
深い点は,上1桁目の数値の両端(oや1あるいは8や9)のみならず,ほとん
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どの数値においても期待値と乗離した観測値が観察された点である｡さらに,
上1桁目の数値が小さい場合には,観測値が期待値よりも頻度が少ない- :71-,
数値が大きい場合には,逆に期待値よりも観測値の出現頻度が多いことも確認
できる｡これは,今回の実験において,被験者に費用を過大に請求することを
想定してデータを改親するように依頼したため,上1桁臼の数値をできるだけ
大きくするように改貌した結果の表れではないかと推測される｡
しかし, -L2桁日の数値に関しては,期待出現頻度と異なる出現頻度のバイ
アスのあることが確認できた数値は, ｢9｣だけであった｡また,上1桁臼と同
様に,数値が大きい場合の方が,有意差はないものの,やはり期待値よりも観
測値の出現頻度が多いことも確認できた｡これも,被験者が実験の意図を理解
し,できるだけ数値を大きくするように改ました結果を反映しているのであろ
うと推測される｡
さらに,改窺数値の上1桁臼と2桁日全体の出現頻度とBenfordの法則に準
拠した期待出現頻度との差が,統計的に有意であるか否かを検証するため,過
合度検定としてカイ二乗値を算出した｡その結果,上1桁目の場合には統計的
に合理的な水準(1%)で有意差が確認され,帰無仮説HoGi棄却されたが,上
2桁臼の場合には棄却できなかった｡
参考までに,観測値とBenfordの法則による期待値との分布形状の違いを観
察するため,数値分布をグラフ化した(図3･4)｡
いずれの数値の場合でも,改窺されたデータの含まれている観測値の分布
は, Benfordの法則に基づく期待値の分和こ比べ,即7のある歪んだ形状を里
していることが明瞭に見てとることができる｡上1桁日と2桁日における数値
の観測値と期待値の乗離の程度も,グラフ化した方がはっきりしてくる｡さら
に図2と対比しても,上1桁日数値の観測値出現分布と本来あるべきと考えら
れる自然な数値の出現分布は,かなり離れていることも確認できる｡このよう
に,数値分布のグラフ化は,デジタル分析でも分析手法としては有効なものと
されている｡
前述したように,デジタル分析による異常値あるいは不正の検出に際して
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図3 Benfordの法則の期待値・観測値(上1桁目)の対比図
上1桁回数値の対比
0.350 0.300 0.250 震0.2000.150 
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図4 Benfordの法則の期待値・観測値(上2桁目)の対比図
上2桁目数値の対比
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は， 上1桁目あるいは2桁日数値だけを検証することも多いが(例えば， ーノ
宮2008)， 今回の実験のように， どちらか一方だけに異常を検出することもあ
る以上17， やはり上1桁目および2桁目数値どちらも検定する必要があること
を改めて確認できた点は重要な発見事項ではないだろうか。 なぜならば， この
ような結果は， 今回の実験に限定された事象かもしれないが， 意図的に改鼠さ
れたデータが確実に混在しているサンプルを利用しているにもかかわらず， 上
2桁日数値のみに着目して検定しただけでは， 改鼠データの存在を見過ごして
しまう可能性のあることが確認できるからであるO
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5　結論
諸外国で幅広く利用されているデジタル分析は,監査文献や実務資料を検討
する限りでは,不正データの検出にかなりの威力を発揮していることが確認で
きる｡しかし,我が国では比較的その存在が薄く,そもそもデジタル分析自体
が監査文献等で触れられることも稀というように,デジタル分析に関する認知
度や研究上の興味には相当の内外格差があるように思われる｡これは,会計･
監査分野において,デジタル分析の中核概念であるBenfordの法則に馴染みが
ないことや実践的有用性に関する証拠が明示されていない等様々な要因の存在
によるものが影響している結果ではないかと推測される｡
本稿は,我が国でも,海外と同様なデジタル分析の有用性に関する証拠を得
ることができるかどうかを明らかにすべく,実験という手法を通じた検証を試
みたものである｡データの改窺ケースを取り上げ,疑似的な適正データと改窺
データをミックスさせた大量データを対象としても,先行研究と同様に,デジ
タル分析により不正が行われている可能性を示す証拠を得ることができた｡限
定された実験とはいえ,改窺データ混入を示す可能性を,明確な形で検出でき
たことは,デジタル分析の認知度の低い我が国において,デジタル分析への関
心を高める契機となるのではなかろうか｡
監査の現場では,既にシステム化されたデジタル分析が導入されていると言
われている｡デジタル分析も万能な手法でないことは,海外の文献でも指摘さ
れているところであり,その限界を踏まえながら,他の監査手法等と併用して
いくことは言うまでもないことである｡その不正検出力を始めとした効果等が
文献という形で公表されたことがないからこそ,今回本稿の成果を発表するこ
とに意義があると思われる｡
注
1なお,デジタル分析は, IDEA等のソフトウェアに組み込まれており,実際の監
査の現場では利用されている｡しかし,それでも検証できる桁数の制約等があり,
デジタル分析の研究成果が全て取り入れられているわけではない｡
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2 Benfordの法則の発見は， 天文学者Newcombが対数表を調査していた際に， 数
値が小さいほど頁の汚れが目立つことに気づき， 先頭桁の数値の小さい数字が頻繁
に利用されていることを見出したことに遡る(Newcomb1881)。 しかし， この
Newcombの発見はほとんど注目を浴びることが無かった。 GEの技術者Benfordが
たまたまNewcombと同ーの事象に気づき， 様々なデータ分布に適用可能な法則で
あることを発見したことから， Benfordの法則という名称が付与されたといわれる
(Hi111998)。
3 Benfordの法則は， 一見したところ人間の直感に反するが， 例えば川の流域面
積， 都市の人口， 放射性原子の半減期， 株価等様々な数値の先頭桁の数字は 1 であ
ることが異常に多いことが確認されている( 例えば， Benforc11938; Hi111995 等参
照)。
4 Benfordの法則の適用例に関しては， Hi11 ( 1995 ) を参照。
5 Benfordの法則の数学的証明に関しては， 例えばHi11 ( 1988)等を参照。
6 つまり株価終値に， 何らかの操作が介入している可能性は少なく， 自然な数値分
布をしていることを意味 する。
7 Lehman et a1. 2007によれば， Benfordの法則をソフト会社が製品化し， 実際に不
正な税還付の発見で使用されているとしている。
8 監査分野でのデジタル分析の利用については， 例えばGuan et a1. 2008 を参照さ
れたい。
9 デジタル分析は， Continuous Audi伽gにおいて， 内部統制の不備やリスクが増加
している領域を示すための危険信号を出せることから， 問題領域に重点的な資源配
分を行うことが可能となり， リスク評価 手法としての位置づけが強化されてきた経
緯がある(Ramaswamyand Leavins 2007)。 従って， デジタル分析は企業のERMへ
の貢献も期待されている。
10 デジタル分析が監査領域で適用される場合における監査手法の一種である。
11 Dubinsky and Warner ( 2008) は， Benforc1の法則による不正検出機能が， 容易
にExcelでも作成可能なモデルで あり， 具体例 を 示し て い る(Dubinsky and 
Warner 2008， 64)。
12 かかる背景が存在するため， 21世紀に入ってから， 急速にBenforc1の法則を利用
した監査手法が， 米国社会において幅広く適用されていると思われる(Guan et a1. 
2008)。
13 被験者には， Benfordの法則の知識がないことを前提としている。 従って， その
知識がある場合には， データ作成にバイアスがかかってくる恐れがある。 また， 多
くの被験者の参加を求めたのは， 被験者が全て実験の趣旨を理解し， データ作成に
協力してくれる確証がないため， リスクヘッジの意味も考慮して， 被験者数を多め
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にしたものである｡
14　実験は, 2008年5月に実施した0
15 1株当たりの株価であれば･さほど金額が大きくなることもなく,本実験で想定
したような経費と同様な金額の水準のデータが得られると判断した結果である｡
16上2桁目数値の出現頻度は･ Benfordの法則に準拠すれば,小さい数値｢0-1｣
の観測値は多く･逆に大きい数値｢8-9｣の観測値は少ないはずである｡
17　このような結果は,偶然かもしれないが･実務では何が起こるか分からない以
-F二,注意すべきことに変わりはないであろうo
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